予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名　求人情報発信支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　商工労働部　産業人材課　人材確保係　電話番号：058-272-1111（内3293 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11369@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       4,000千円（前年度予算額： 4,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

岐阜県では、進学、就職などにより県外へ流出する若者が多く、大学進学者の８割以上が県外の大学に進学している。また、一方で県内大学に進学する者の約６割を県外出身者が占めている。
雇用環境が改善する中、新卒学生の大手企業志向が強まる傾向にあり、中小企業の魅力が十分に伝えきれていないことから、県内企業の多くが新卒人材の確保に苦慮している。一方、大学生の多くは就職情報サイトを活用して就職活動を実施しており、サイトで収集した情報をもとに企業研究を行い、就職関連イベントへ参加するという就職活動が一般的となっている。
そこで、就職活動を行う大学生が活用する就職情報サイトへの掲載について支援を行い、県内企業の情報発信力を強化する。

（２）事業内容

　　・求人情報発信支援事業費補助金
　　　＜大手就職情報サイトへの求人情報の掲載料金＞

　　　　県内中小企業者が、大手就職情報サイトを利用する場合等に要する経費を補助する事により、企業の情報発信力の向上を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

　全額県負担
　＜大手就職情報サイトへの掲載料金＞

　・補助限度額 ：40万円

　・補　助　率 ：補助対象経費の1/2以内
　・想 定 件 数：10件（40万円×10件＝4,000千円）

（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	補助金
	4,000
	求人情報発信支援事業費補助金

	　 合計
	4,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　【「清流の国ぎふ」創生総合戦略】
　　　　Ⅲ．具体的な施策　１．ひとを育む　(5)地域経済を支える人材の育成・確保

　　　【岐阜県成長・雇用戦略２０１７】
　　　　２　各重要プロジェクト　
[１]産業人材確保対策プロジェクト
＜数値目標＞県内大学新卒者の県内企業への就職率（％）50.0% (H32)
　　（H27）39.3％→ (H28) 39.8%→ (H29) 40.7%
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	求人情報発信支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県内中小企業
（理由）人材の確保が経営課題となっているため

	補助事業の概要
	（目的）県内中小企業の情報発信力の向上

（内容）民間の大手就職情報サイトに掲載する経費等の補助

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（　　　　　　　）
＜大手就職情報サイトへの掲載料金＞
（内容）補助率：補助対象経費の１／２以内 上限：４０万円
（理由）サイトの平均掲載料金がおよそ８０万円のため、４０万円を上限とし、補助対象経費の１／２以内とする。


	補助効果
	企業の情報発信力の向上による人材確保の促進

	終期の設定
	終期　平成３２年度

（理由）「成長・雇用戦略２０１７（産業人材確保対策プロジェクト）」による


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　県内中小企業の情報発信力を強化し、県内企業就職率の向上を目指す


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H30年度末)
	目標

(終期)

	➀補助対象件数
（大手就職情報サイトへの掲載料金）
	
	30件（累計）
	50件（累計）


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	3,956千円
	4,000千円
	4,000千円
	(要求額)

4,000千円

	指標➀目標
	
	
	10件
	10件
	10件
	10件

	指標➀実績
	
	
	11件
	11件
	8件
	(推計値)

10件

	指標➀達成率
	％
	％
	110％
	110％
	80%
	(推計値)

100%


（前年度の成果）

	8月に募集を開始し、9月に県内企業8社に対し交付決定済み。大手就職情報サイトへの掲載により、県内企業の魅力を学生に対し効果的に発信できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　これまで大手就職情報サイトを活用したことのない事業者を対象としていることから、事業を必要とする者に情報が行き渡るよう周知を図る必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
〇
	　県内中小企業の人材不足は深刻であり、人材確保のための情報発信力の強化は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　交付決定した事業者のうち９割以上（１１社中１０社）は、前年度を上回る応募者数または採用者数であったことから、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　補助金の交付決定にあたっては、選考基準を明確にすることにより、効率的に対象者を選定できるよう工夫している。


（事業の見直し検討）

	　企業からのニーズ及び就職活動の動向を踏まえ、大手就職情報サイトへの掲載料助成に加え、多くの求職者・学生の集客が見込める民間の合同企業説明会等の就職促進イベントへの出展料についても助成対象を拡充する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）
　就職活動の動向及び雇用環境を注視しながら、県内中小企業の情報発信力を強化する取り組みを継続していく必要がある。



